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連　結　注　記　表
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結計算書類の作成基準

　当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第

１項の規定に基づき国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。

　なお、同項後段の規定により、IFRSで求められる記載及び注記の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

①　子会社の状況

・子会社の数　　　　　　48社

・主要な子会社の名称　　株式会社エコア

伊藤忠エネクスホームライフ関東株式会社

伊藤忠エネクスホームライフ西日本株式会社

伊藤忠工業ガス株式会社

伊藤忠エネクスホームライフ中部株式会社

王子・伊藤忠エネクス電力販売株式会社

東京都市サービス株式会社

エネクス電力株式会社

株式会社エネクスライフサービス

エネクスフリート株式会社

大阪カーライフグループ株式会社

株式会社九州エナジー

エネクス石油販売東日本株式会社

エネクス石油販売西日本株式会社

小倉興産エネルギー株式会社

②　連結の範囲の変更

　当連結会計年度より株式会社エネクスライフサービスを設立し、新たに連結の範囲に含めております。

　また、当連結会計年度より株式の取得により、マイオーラ・アセットマネジメント株式会社を新たに連

結の範囲に含めております。同社はエネクス・アセットマネジメント株式会社に社名変更しております。

(3) 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社の状況

・持分法適用関連会社の数　　　　　24社

・主要な持分法適用関連会社の名称　株式会社ジャパンガスエナジー

－ 1 －

(1) 連結計算書類の作成基準、(2) 連結の範囲に関する事項、(3) 持分法の適用に関する事項



(4) 会計方針に関する事項

①　金融資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ) デリバティブを除く金融資産

(a) 当初認識及び測定

　デリバティブを除く金融資産のうち、営業債権及びその他の債権をこれらの発生日に当初認識して

おります。その他のすべての金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となる取引日に

当初認識しております。

　デリバティブを除く金融資産は、償却原価で測定される金融資産と公正価値で測定される金融資産

に分類しております。次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定される金融資産に分類

し、それ以外の場合には公正価値で測定される金融資産に分類しております。

・保有方針が当該金融資産の約定において発生するキャッシュ・フローの回収を目的としていること

・当該金融資産の約定において予定されているキャッシュ・フローについて、発生する日が特定され、

かつ各特定日におけるキャッシュ・フローが元本と利息の支払のみにより構成されていること

　公正価値で測定される金融資産については、他の企業の普通株式等の資本性金融商品への投資であ

って、かつ短期的な売却により差益を得ることを目的とした保有でないものについては、原則として、

取得後の公正価値変動をその他の包括利益に計上する金融資産（以下「FVTOCI金融資産」）に分類し、

それ以外の公正価値で測定される金融資産については、原則として、取得後の公正価値変動を純損益

に計上する金融資産（以下「FVTPL金融資産」）に分類しております。

　償却原価で測定される金融資産及びFVTOCI金融資産は、公正価値（直接帰属する取引費用も含む）

で当初認識し、FVTPL金融資産は、当初認識時に公正価値で認識し、取引費用は発生時に純損益で認識

しております。

(b) 事後測定

　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定しております。

イ. 償却原価により測定される金融資産

　償却原価により測定される金融資産については実効金利法による償却原価により測定しており

ます。

ロ. その他の金融資産

　償却原価により測定される金融資産以外の金融資産は公正価値で測定しております。公正価値

で測定される金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しております。ただし、FVTOCI金

融資産については、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。なお、当該

金融資産からの受取配当金については当期の純損益として認識しております。

(c) 償却原価で測定される金融資産の減損

　償却原価で測定される金融資産については、各期末において、個別資産単位または信用リスク別に

グルーピングした単位で、減損の兆候の有無を評価しております。償却原価で測定される金融資産に

係る減損の兆候には、利息や元本支払いの不履行や延滞、返済額の減免や返済スケジュールの順延、

債務者の財政状態の著しい悪化、債務者の破産等を含んでおります。
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　償却原価で測定される金融資産について、減損の兆候がある場合は、当該資産の帳簿価額と見積将

来キャッシュ・フローを当該資産の当初の実効金利で割引いた現在価値である回収可能額との差額を

減損損失として認識し、純損益に計上しております。

(ⅱ) デリバティブ及びヘッジ活動

　為替リスク、商品価格変動リスク及び金利リスクをそれぞれヘッジするために、為替予約、商品先

物、金利スワップ契約等のデリバティブを利用しております。これらのデリバティブは、契約条項の当

事者となった約定日において公正価値で資産または負債として認識し、その後も公正価値で再測定して

おります。デリバティブの公正価値の変動額は、そのデリバティブの使用目的及び結果としてのヘッジ

効果の有無によって次のとおり処理しています。

・公正価値ヘッジ

　公正価値の変動をヘッジ対象の公正価値の変動とともに純損益として認識しております。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ

　公正価値の変動をその他の包括利益として認識しております。当該会計処理は、ヘッジ対象に指定さ

れた未認識の予定取引、または既に認識された資産もしくは負債に関連して発生する将来キャッシ

ュ・フローの変動が実現するまで継続しております。また、ヘッジの効果が有効でない部分は、純損

益として認識しております。

・上記以外のデリバティブの公正価値の変動については、純損益として認識しております。

　当社グループは、上記公正価値ヘッジ及びキャッシュ・フロー・ヘッジを適用するにあたり、ヘッジ

開始時及びヘッジ適用後において、ヘッジの効果が非常に有効であると見込まれるかどうかについて評

価を行っております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額により測定し、原価の算定にあたっては、

主として個別法もしくは月別移動平均法を使用しております。また、正味実現可能価額は、売約のある棚

卸資産については、売約価額から販売に要する見積費用を控除した金額とし、売約がない棚卸資産につい

ては、予想売価から販売に要する見積費用を控除した金額としております。

　トレーディング目的で保有する棚卸資産については、販売費用控除後の公正価値で測定し、公正価値の

変動額は発生した期の純損益として認識しております。

③　有形固定資産の評価基準及び評価方法

　有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額

を控除した価額で表示しております。取得原価には資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び原状

回復費用の見積り額等が含まれております。

　各資産はそれぞれの見積耐用年数にわたって定額法で減価償却を行っております。主要な資産項目毎

の見積耐用年数は、次のとおりであります。

・建物及び構築物　　　： ２～50年

・機械装置及び運搬具　： ２～22年

・船舶　　　　　　　　： ５～11年
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④　のれん及び無形資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ) のれん

　のれんは当初、取得原価で資産として認識し、償却は行わず、毎期減損テストを実施しております。

連結財政状態計算書には、取得原価から減損損失累計額を控除した帳簿価額で計上しております。

(ⅱ) 無形資産

　無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しております。個別に取得した無形資産は、当初認識に際し取得原価で測定してお

り、企業結合において取得した無形資産の取得原価は、取得日現在における公正価値で測定しており

ます。

　無形資産の将来の見積キャッシュ・フローに直接的・間接的に貢献すると予測される期間を耐用年

数とし、それが合理的に予見できる場合は、その見積耐用年数にわたって定額法で償却しております。

減損の兆候が存在する場合はその都度、減損テストを実施しております。

　主な無形資産の見積耐用年数は次のとおりであります。

　・顧客との関係       ： ５～42年

　・ソフトウェア       ： ５年

　耐用年数を確定できない無形資産及び未だ使用可能でない無形資産については、償却を行わず、毎

年または減損の兆候が存在する場合にはその都度、個別にまたは各資金生成単位で減損テストを実施

しております。

⑤　投資不動産の評価基準及び評価方法

　投資不動産は、賃貸収入、不動産相場の値上がりに伴う転売益またはその両者を得る目的で保有される

土地・建物等をいいます。

　投資不動産の測定においては、有形固定資産に準じて原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計

額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

　投資不動産は、土地等の償却を行わない資産を除き、当該資産の見積耐用年数にわたって定額法で減価

償却を行っており、見積耐用年数は２～50年であります。

⑥　非金融資産の減損の評価基準及び評価方法

　当社グループは各年度において、非金融資産の減損の兆候の有無を判定し、減損の兆候が認められた場

合には、減損テストを実施しております。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損

の兆候の有無にかかわらず、少なくとも年に一度、毎年同じ時期に、減損テストを実施しております。の

れんを含む資金生成単位の減損テストを実施する場合は、まず、のれん以外の資産の減損テストを実施

し、当該のれん以外の資産について必要な減損損失を認識した後に、のれんの減損テストを行っておりま

す。

　減損テストは資金生成単位毎に回収可能価額を見積り、資金生成単位の帳簿価額と比較することにより

行っております。回収可能価額は、資金生成単位の売却費用控除後の公正価値とその使用価値のうち高い

方の金額で算定しております。資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超える場合は、その資産につい

て減損損失を認識し、回収可能価額まで評価減しております。
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⑦　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建取引は、取引日における直物為替相場またはそれに近似するレートにより機能通貨に換算してお

ります。外貨建の貨幣性資産及び負債は、期末日の直物為替相場により機能通貨に換算しております。当

該換算及び決済により生じる換算差額は損益として認識しております。ただし、その他の包括利益を通じ

て測定される金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額については、その他の包括利

益として認識しております。

　在外営業活動体の資産及び負債は期末日の直物為替相場により、収益及び費用は取引日の直物為替相場

またはそれに近似するレートにより、それぞれ円貨に換算しており、その換算差額はその他の包括利益と

して認識しております。在外営業活動体が処分された場合には、当該営業活動体に関連する累積換算差額

を処分した期の損益として認識しております。

⑧　確定給付型退職後給付制度に係る会計処理の方法

　確定給付型退職後給付制度については、確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を

負債または資産として認識しております。確定給付制度債務の現在価値及び関連する勤務費用は、原則と

して、予測単位積増方式を用いて算定しております。確定給付制度債務の現在価値を算定するために使用

する割引率は、原則として、退職給付債務の見積期間と整合する期末日時点の優良社債の市場利回りを参

照して決定しております。

　制度の改定により生じた、過去の期間の従業員の勤務に係る確定給付制度債務の現在価値の変動額は制

度の改定があった期の純損益として認識しております。

　また、当社グループは確定給付型退職後給付制度から生じるすべての数理計算上の差異について、その

他の包括利益（「確定給付再測定額」）として認識し、ただちに利益剰余金に振替えております。

⑨　重要な引当金の計上基準

　過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務が存在し、その決済により経済的便益をも

つ資源が流出する可能性が高く、その債務の金額が信頼性をもって見積ることができる場合に、期末日に

おける債務に関するリスク及び不確実性を考慮に入れた、現在の債務の決済のために必要な支出（将来キ

ャッシュ・フロー）の最善の見積りにより、引当金を認識しております。引当金の貨幣の時間的価値が重

要な場合には、見積られた将来キャッシュ・フローをその負債に固有のリスクを反映させた税引前割引率

で割り引いた現在価値で測定しております。時の経過に伴う割引額の割戻しは、金融費用として認識して

おります。

　主な引当金の内容は資産除去債務引当金であり、賃借事務所・建物・店舗等に対する原状回復義務及び

固定資産に関連する有害物質の除去等に備え、過去の原状回復実績及び事務所等に施した内部造作の耐用

年数を考慮して決定した使用見込期間等を基礎として、各物件の状況を個別具体的に勘案して資産除去債

務を見積り、認識・測定しております。

⑩　消費税等の会計処理

　消費税等については、税抜方式によっております。
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２．連結財政状態計算書に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

営業債権 80百万円

その他の投資 13百万円

投資以外の長期金融資産 1,206百万円

有形固定資産 12,809百万円

計 14,108百万円

　上記の他に商品先物取引の委託証拠金の代用として、その他の投資1,589百万円を差し入れております。

②　担保に係る債務

社債及び借入金（短期） 868百万円

営業債務 228百万円

社債及び借入金（長期） 9,645百万円

計 10,741百万円

(2) 営業債権及びその他の金融資産から直接控除した貸倒引当金　　　975百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 53,198百万円

(4) 投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額 13,583百万円

(5) 偶発債務

保証債務

リース契約残高に対する保証

　厚木プロパンガス協同組合他17社

特約店の軽油税及び液化石油ガス税納付に対する

保証

　大洋ガステック株式会社他１社

金融機関等からの借入に対する保証

　Isla Petroleum & Gas Corporation他１社

地震災害時の設備補修に対する保証

　ＪＥＮ昆布盛ウインドファーム株式会社他１社

51百万円

11百万円

735百万円

75百万円

－ 6 －

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務、(2) 資産から直接控除した貸倒引当金、(3) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額、
(4) 投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額、(5) 偶発債務



３．連結持分変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 116,881,106株 － － 116,881,106株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成28年６月22日開催の第56回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,356百万円

・１株当たりの配当額 12円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月23日

ロ．平成28年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,525百万円

・１株当たりの配当額 13.5円

・基準日 平成28年９月30日

・効力発生日 平成28年12月５日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成29年６月21日開催予定の第57回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 2,090百万円

・１株当たりの配当額 18.5円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月22日
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(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項、(2) 剰余金の配当に関する事項



４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 財務上のリスク管理方針

　当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・為替リ

スク・金利リスク・市場価格の変動リスク等）に晒されており、当該リスクを回避または低減するために、

一定の方針に基づきリスク管理を行っております。

　また、当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入等

による方針であります。デリバティブは、市況変動リスク、金利変動リスク及び為替変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 信用リスク

　当社グループは、多様な商取引により多数の取引先に対して信用供与を行っており、信用リスクを負っ

ております。

　当社グループは与信管理規則等に従い、営業債権及び貸付金について、取引先毎の期日管理及び残高管

理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。なお、当社グ

ループは、特定の相手先に対する過度に集中した信用リスクのエクスポージャーを有しておりません。

　また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い取引所会員または銀行等とのみ取引を行っ

ており、信用リスクはほとんどないと認識しております。

　保有する担保及びその他の信用補完を考慮に入れない場合の当社グループの信用リスクに係る最大エク

スポージャーは、連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額となります。

③ 流動性リスク

　当社グループは、年度事業計画に基づく資金調達計画を策定するとともに、定期的に、手元流動性及び

有利子負債の状況等を把握・集約し、キャッシュ・フローのモニタリングを適宜行うことで流動性リスク

の管理をしております。これにより、金融情勢の変化に対応した資金調達の機動性の確保と資金コストの

低減を目指すとともに、調達先の分散や調達手段の多様化を図っております。

④ 市場リスク

　当社グループは、為替相場、金利、商品市況及び株価の変動等による市場リスクに晒されております。

当社グループはバランス枠設定等による管理体制を構築するとともに、様々なデリバティブ商品を利用す

ることにより、為替相場及び金利の変動等によるリスクを最小限に抑える方針であります。

　なお、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、取引実施部署においてその権限に沿った取引について、厳正に管理及び報告が行われるほか、取引管

理部署を定め内部牽制が有効に機能する体制をとっております。
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(1) 金融商品の状況に関する事項



(ⅰ) 為替リスク

　当社グループは、輸出入取引を行っており、外貨建の取引について為替変動リスクに晒されているこ

とから、先物為替予約等のデリバティブを活用したヘッジ取引により、この為替変動リスクの軽減に努

めております。

(ⅱ) 金利リスク

　当社グループは、投資活動及び営業取引に伴う資金の調達や運用において金利変動リスクに晒されて

おります。また、固定金利の借入債務は金利変動による公正価値の変動リスクに晒されております。こ

れらの金利が変動することによる損益額の振れを適切にコントロールするために金利リスクの定量化

に取組んでおります。具体的には金利スワップ契約によるヘッジ取引を行うことで金利リスクの軽減

に努めております。

(ⅲ) 商品価格リスク

　当社グループは主に石油製品を取扱っており、原油価格及び石油製品価格の相場変動等による商品価

格リスクに晒されております。当社グループでは、相場変動等による商品価格リスクに対するヘッジ手

段として、商品先物契約及び商品スワップ契約等のデリバティブ取引の利用により商品価格リスクの軽

減に努めております。

(ⅳ) 資本性金融商品の価格変動リスク

　当社グループでは、ビジネス戦略を円滑に遂行する目的で業務上の関係を有する企業の株式を保有し

ており、資本性金融商品の価格変動リスクに晒されております。これらの資本性金融商品については、

定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

　なお、当社グループでは、短期トレーディング目的で保有する資本性金融商品はなく、これらの投資

を活発に売買することはしておりません。
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(1) 金融商品の状況に関する事項



(2) 金融商品の公正価値等に関する事項

　当連結会計年度末における連結財政状態計算書計上額（以下「帳簿価額」）及び公正価値は、次のとおり

であります。

　なお、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品については、下表には含めておりませ

ん。また、経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから、下

表には含めておりません。

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：

長期債権（長期貸付金）及びその他の短期金融

資産（１年内長期貸付金） 501 509

償却原価で測定される金融負債：

社債及び借入金 41,020 42,240

（注）上記の金融商品の公正価値の測定方法

１．長期債権（長期貸付金）及びその他の短期金融資産（１年内長期貸付金）

　長期の貸付金の公正価値は、同程度の信用格付を有する貸付先または顧客等に対して、同一の残存期

間で同条件の貸付または信用供与を行う場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割り引く方法

により測定しております。

２．社債及び借入金

　帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる場合を除き、社債及び借入金の公正価値は、同一

の残存期間で同条件の借入を行う場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割り引く方法により

測定しております。
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(2) 金融商品の公正価値等に関する事項



５．投資不動産に関する注記

(1) 投資不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、日本国内全域にわたり、賃貸用のガソリンスタンド等の石油製品販売施設及び賃貸用

の石油製品貯蔵施設を有しております。

　当連結会計年度における投資不動産からの賃貸料収入は3,473百万円であり、連結包括利益計算書の売上収

益に含まれております。賃貸料収入に付随して発生した直接営業費用は1,521百万円であり、連結包括利益計

算書の売上原価に含まれております。

(2) 投資不動産の公正価値に関する事項

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

11,986 11,730

（注）１．帳簿価額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．上記の投資不動産の公正価値は、取引事例法やＤＣＦ法により測定された金額に、当社グループ

で算定した時点修正率、地域格差率等を考慮して、算定しております。

６．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり株主資本合計 960円37銭

　基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 92円09銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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(1) 投資不動産の状況に関する事項、(2) 投資不動産の公正価値に関する事項、６．１株当たり情報に関する注記、７．重要な後発事象に関する注記



個　別　注　記　表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式･･移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの････････････事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの････････････移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品

取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り組む方法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

･･･････････････時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

石油製品････････････････････月別移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

販売用器具及び雑品･･････････最終仕入原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産････････････････定額法

（リース資産を除く）　　　　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　２～50年

機械及び装置　　　　２～17年

船舶　　　　　　　　５～11年

工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

のれん････････････････････発生日後、その支出の効果の及ぶ期間（５年～10年）の均等償却により

費用配分を行っております。

ソフトウェア･･････････････自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

上記以外･･････････････････定額法

③　長期前払費用････････････････均等償却
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(1) 有価証券の評価基準及び評価方法、(2) デリバティブの評価基準及び評価方法、(3) 商品の評価基準及び評価方法、(4) 固定資産の減価償却の方
法



④　リース資産･･････････････････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

･･････････････････外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円換算し、

換算差額は損益として処理しております。

(6) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金･･････････････････売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率等を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及び破産更生債権について

は個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金･･････････････････従業員に対する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額に基づき計

上しております。

③　役員賞与引当金･･････････････役員並びに執行役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しています。

④　退職給付引当金･･････････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（９年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(7) 消費税等の会計処理

　消費税等については、税抜方式によっております。

(8) 表示方法の変更に関する事項

　前事業年度において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「預け金」は、金額的重要性が

増したため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「預け金」は192百万円であります。
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(4) 固定資産の減価償却の方法、(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準、(6) 引当金の計上基準、(7) 消費税等の会計処理、(8) 表示方
法の変更に関する事項



２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　担保に供している資産はありませんが、商品先物取引の委託証拠金の代用として、投資有価証券1,589百万

円を差し入れております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 37,290百万円

(3) 偶発債務

①　保証債務等

リース契約残高に対する保証

　厚木プロパンガス協同組合他17社

特約店の軽油税納付に対する保証

　モービルオート株式会社

金融機関等からの借入に対する保証

　Isla Petroleum & Gas Corporation

保証予約

　防府第二パワーステーション株式会社

34百万円

1百万円

689百万円

400百万円

②　債権流動化による手形譲渡高 29百万円

③　債権流動化による売掛債権譲渡高 49百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権　　　33,756百万円　　長期金銭債権 3,710百万円

短期金銭債務　　　15,155百万円　　長期金銭債務 　 93百万円

(5) 土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行っておりま

す。

　「土地の再評価に関する法律」第３条第３項に定める再評価の方法については、「土地の再評価に関する

法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価、及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定資産税評価額等に基づき、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しており

ます。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価前の帳簿価額 20,564百万円

再評価後の帳簿価額 15,744百万円

　当該事業用土地の平成29年３月31日における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を4,684百万円

下回っております。

－ 14 －

(1) 担保に供している資産、(2) 有形固定資産の減価償却累計額、(3) 偶発債務、(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務、(5) 土地再評価法の
適用



３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引

売上高 244,800百万円

仕入高 26,353百万円

その他の営業取引高 2,050百万円

営業取引以外の取引高 2,459百万円

(2) 減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

地域 用途 種類

北日本 遊休資産等　３件 建 物 ・ 土 地 等

東日本 遊休資産等　20件 建 物 ・ 土 地 等

中　部 遊休資産等　９件 建 物 ・ 土 地 等

西日本 遊休資産等　９件 建 物 ・ 土 地 等

九　州 遊休資産等　13件 建 物 ・ 土 地 等

　当社は、事業用資産については事業部門別に、遊休資産については個別物件単位で資産のグループ化を行っ

ております。

　市場価格の下落により、上記の遊休資産等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,430百万円

を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、遊休資産等の回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しており、主に路線価または固定資産税

評価額等を基に算出し評価しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,891,809株 565株 － 3,892,374株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加565株は、単元未満株式の買取りによるものです。
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(1) 関係会社との取引、(2) 減損損失に関する注記、４．株主資本等変動計算書に関する注記



５．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

流 動 固 定

繰延税金資産

賞与引当金 627 ―

貸倒引当金 133 86

退職給付引当金 ― 1,238

固定資産減損損失 ― 678

資産除去債務 9 619

その他有価証券評価差額金 ― 54

資産調整勘定 9 ―

その他 267 205

繰延税金資産の小計 1,045 2,880

評価性引当額 ― △451

繰延税金資産の合計 1,045 2,429

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 ― △239

固定資産圧縮積立金 ― △555

合併引継土地評価差額 ― △82

繰延税金資産・負債（△）の純額 1,045 1,553

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。

－ 16 －

５．税効果会計に関する注記



６．退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を採用しております。

　なお、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

(2) 退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

　①　退職給付債務 (4,548)

　②　年金資産残高（閉鎖確定給付年金） 27

　③　未積立退職給付債務（①＋②） （4,521)

　④　未認識数理計算上の差異 474

　⑤　未認識過去勤務費用 －

　退職給付引当金（③＋④＋⑤） (4,047)

(3) 退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

　①　勤務費用 264

　②　利息費用 19

　③　数理計算上の差異の費用処理額 74

　④　過去勤務費用の費用処理額 －

　退職給付費用(①+②+③+④） 357

（注）上記以外に、確定拠出型年金に関する費用190百万円を退職給付費用として計上しております。また、

割増退職金128百万円を販売費及び一般管理費の退職金として計上しております。

(4) 退職給付債務の計算方針

 ①　退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準

 ②　割引率 0.527％

 ③　長期期待運用収益率 0.0％

 ④　過去勤務費用の額の処理年数 ９年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法）

 ⑤　数理計算上の差異の処理年数 ９年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法（翌事業年度からの費用処理））
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(1) 採用している退職給付制度の概要、(2) 退職給付債務に関する事項、(3) 退職給付費用に関する事項、(4) 退職給付債務の計算方針



７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資本金又は
出 資 金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議 決 権 の

所有（被所
有 ） 割 合

（％）

関 係 内 容

取 引 の 内 容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等
(名)

事業上
の関係

親会社
伊藤忠商事
株 式 会 社

253,448 総合商社
被所有割合
直接:54.0
間接 : 0 . 0

転籍:4
兼任:1

商品の
購入販
売取引

資金取引

石油製品販売 2,435 売掛金 264

土地の売却
売却益

728
560

－ －

資金取引
（資金の回収）

4,000 － －

（注）１．取引金額は消費税等を含まず、債権・債務残高には消費税等を含んで記載しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　石油製品の販売については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。

　土地の売却価額については、不動産鑑定士の価格調査を参考にして交渉により決定しております。

３．資金取引は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）等による取引であり､取引金額は預け額

と預り額を相殺し、純額を記載しております。
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(1) 親会社及び法人主要株主等



(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等の名
称

議決権の所有
（被所有）割合

（％）

関 係 内 容

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

役 員 の
兼 任 等

(名)

事 業 上
の 関 係

子会社

伊藤忠エネク
スホームライ

フ西日本
株式会社

所有割合
直接：100

－ 資金取引
資金取引

（資金の預り）
支払利息

486

6
預り金 2,444

子会社
東京都市
サービス
株式会社

所有割合
直接：66.6

兼任：1 資金取引
資金取引

（資金の預り）
支払利息

625

7
預り金 2,695

子会社
エネクス電力
株式会社

所有割合
直接：100

兼任：1 資金取引

資金取引
（資金の回収）

受取利息

1,982

14
短期貸付金 3,115

設備資金取引
（資金の回収）

受取利息

1,141

56

短期貸付金

長期貸付金

819

2,410

子会社
エネクス
フリート
株式会社

所有割合
直接：100

兼任：1

商品の購入
販売取引

石油製品販売 83,620 売掛金 7,914

資金取引
資金取引

（資金の貸付）
受取利息

248

4
短期貸付金 3,908

子会社
大阪カーライ
フグループ
株式会社

所有割合
直接：52.0

兼任：3 資金取引
資金取引

（資金の預り）
4,000 預り金 4,000

子会社
小倉興産
エネルギー
株式会社

所有割合
直接：100

兼任：1
商品の購入
販売取引

石油製品販売 86,771 売掛金 2,801

関連会
社

株式会社ジャ
パンガスエナ

ジー

所有割合
直接：20

－
商品の購入
販売取引

石油製品購入 15,206 買掛金 2,237

（注）１．取引金額は消費税等を含まず、債権・債務残高には消費税等を含んで記載しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　上記各社への石油製品の販売、購入については、市場価格を参考に決定しております。

②　上記各社との資金取引は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）等による取引であり､取

引金額は貸付額と預り額を相殺し、純額を記載しております。

また、金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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(2) 子会社及び関連会社等



(3) 兄弟会社等

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 の

所有（被所
有 ） 割 合
（％）

関 係 内 容

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

役 員 の
兼 任 等

(名)

事 業 上
の 関 係

親会社の
子 会 社

伊 藤 忠
ト レ ジ ャ リ ー
株 式 会 社

－ － 資金取引
資金取引

（資金の預入れ）
受取利息

13,000

28
預 け 金 13,000

（注）資金取引は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）等による取引であり､取引金額は預け額と

預り額を相殺し、純額を記載しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 765円42銭

１株当たり当期純利益 41円84銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 20 －

(3) 兄弟会社等、８．１株当たり情報に関する注記、９．重要な後発事象に関する注記



（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

科　目
当連結会計年度

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
前連結会計年度

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,831 30,322

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,712 △16,673

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,195 △9,059

現金及び現金同等物の増減額 1,924 4,590

現金及び現金同等物の期首残高 20,824 16,184

為替相場の変動による現金及び現金同等物への影響額 △21 △27

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 77

現金及び現金同等物の期末残高 22,727 20,824

（注）金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 21 －

連結キャッシュ・フロー計算書



（ご参考）セグメント情報
①　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

当社グループは関連する事業分野で集約した２つの「事業グループ」、その傘下にある「部門」にて組織

しており、各部門は顧客・マーケット別に戦略を立案し、事業活動を展開しております。当社グループは部

門により区分した「ホームライフ部門」、「電力・ユーティリティ部門」、「カーライフ部門」及び「エネ

ルギーイノベーション部門」の４つを報告セグメントとしております。

「ホームライフ部門」は、ＬＰガス、都市ガス（大分県中津市）、高圧ガス、電力、灯油、機器（燃焼、

厨房、冷暖房、住宅設備等）、スマートエネルギー機器（太陽光発電システム、家庭用燃料電池「エネファ

ーム」）、家庭用リチウムイオン蓄電システム「エネパワボＳＸ」の販売、リフォーム、ガス容器耐圧検査

事業を行っております。

「電力・ユーティリティ部門」は、電力（石炭火力、天然ガス火力、風力、水力、太陽光等）、蒸気の販

売、地域熱供給サービス、電力の需給管理サービス、熱源受託サービスの提供を行っております。

「カーライフ部門」は、ガソリン、灯油、軽油、重油、自動車用潤滑油、自動車・自動車用品の販売、車

検・整備、レンタカーシステムの提供を行っております。

「エネルギーイノベーション部門」は、産業用エネルギー及び資材（ガソリン、灯油、軽油、重油、ＬＮ

Ｇ）、アスファルト、高品位尿素水「AdBlue」、船舶燃料油・潤滑油の販売、石油製品の輸出入及び国内需

給調整取引、石油貯蔵施設等のロジスティクス機能の提供、海外事業の開発・推進、スロップ・再生油、フ

ライアッシュ（石炭灰）の販売を行っております。

当連結会計年度において、従来の「ホームライフ事業」の呼称を「ホームライフ部門」に、「電力・ユー

ティリティ事業」の呼称を「電力・ユーティリティ部門」に、「カーライフ事業」の呼称を「カーライフ部

門」に、「エネルギートレード事業」の呼称を「エネルギーイノベーション部門」に変更しております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の呼称にて表示しております。
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②　報告セグメントに関する情報

当連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計 調整額 連結
ホームラ
イフ部門

電力・ユ
ーティリ
ティ部門

カーライ
フ部門

エネルギ
ーイノベ
ーション

部門

計

売上収益

外部顧客からの収益 86,484 62,827 469,634 76,115 695,060 － 695,060 － 695,060

セグメント間収益 344 715 1,498 834 3,391 － 3,391 △3,391 －

売上収益合計 86,828 63,542 471,132 76,949 698,451 － 698,451 △3,391 695,060

売上総利益 27,446 9,259 48,200 8,699 93,604 － 93,604 － 93,604

販売費及び一般

管理費
△23,385 △3,424 △43,244 △4,751 △74,804 － △74,804 107 △74,697

固定資産に係る損益 526 △253 △1,235 △19 △981 － △981 △1 △982

その他の損益 244 1,058 448 △5 1,745 － 1,745 8 1,753

営業活動に係る利益 4,831 6,640 4,169 3,924 19,564 － 19,564 114 19,678

金融収益及び金融

費用
67 △307 △306 △200 △746 － △746 △88 △834

持分法による投資

損益
441 0 △5 64 500 － 500 － 500

税引前利益 5,339 6,333 3,858 3,788 19,318 － 19,318 26 19,344

当社株主に帰属する

当期純利益
2,823 3,407 1,576 2,644 10,450 － 10,450 △45 10,405

その他の項目

減価償却費及び

償却費
△3,475 △3,264 △3,131 △686 △10,556 － △10,556 △300 △10,856

減損損失 △40 － △952 － △992 － △992 － △992

資産合計 65,033 70,700 123,265 55,586 314,584 － 314,584 30,019 344,603

持分法で会計処理さ

れている投資
7,682 3,530 92 445 11,749 － 11,749 － 11,749

資本的支出 3,683 2,990 1,718 609 9,000 － 9,000 1,058 10,058

売上高 90,768 65,654 511,156 361,361 1,028,939 － 1,028,939 － 1,028,939
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（注）１．セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

２．当社株主に帰属する当期純利益の調整額△45百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益でありま

す。

３．資産合計の調整額30,019百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

４．売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。

５．金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 24 －

セグメント情報



前連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計 調整額 連結
ホームラ
イフ部門

電力・ユ
ーティリ
ティ部門

カーライ
フ部門

エネルギ
ーイノベ
ーション

部門

計

売上収益

外部顧客からの収益 91,035 42,463 493,160 96,987 723,645 0 723,645 － 723,645

セグメント間収益 586 302 3,093 851 4,832 － 4,832 △4,832 －

売上収益合計 91,621 42,765 496,253 97,838 728,477 0 728,477 △4,832 723,645

売上総利益 26,221 7,435 47,362 8,544 89,562 0 89,562 － 89,562

販売費及び一般

管理費
△23,158 △2,985 △42,895 △4,721 △73,759 △0 △73,759 533 △73,226

固定資産に係る損益 39 △24 △612 △30 △627 － △627 34 △593

その他の損益 265 13 339 △19 598 1 599 42 641

営業活動に係る利益 3,367 4,439 4,194 3,774 15,774 1 15,775 609 16,384

金融収益及び金融

費用
20 △267 △427 △74 △748 0 △748 40 △708

持分法による投資

損益
△756 41 △17 60 △672 － △672 － △672

税引前利益 2,631 4,213 3,750 3,760 14,354 1 14,355 649 15,004

当社株主に帰属する

当期純利益
788 2,240 2,014 2,514 7,556 1 7,557 △88 7,469

その他の項目

減価償却費及び

償却費
△4,232 △3,867 △3,371 △679 △12,149 － △12,149 △459 △12,608

減損損失 △5 － △682 － △687 － △687 － △687

資産合計 60,404 55,144 116,484 50,284 282,316 － 282,316 21,737 304,053

持分法で会計処理さ

れている投資
5,821 2,370 99 496 8,786 － 8,786 0 8,786

資本的支出 4,545 4,638 2,573 352 12,108 － 12,108 191 12,299

売上高 95,126 43,495 534,156 398,852 1,071,629 0 1,071,629 － 1,071,629

－ 25 －

セグメント情報



（注）１．セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

２．当社株主に帰属する当期純利益の調整額△88百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益でありま

す。

３．資産合計の調整額21,737百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

４．売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。

５．金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 26 －

セグメント情報


